
本市介護保険事業の特徴について 

１ 特徴と考察 

介護保険事業状況報告月報、年報等から、本市及び神奈川県内の市町村について、現状の検証を行い、課題、想定されるリスク等を整理しました。 

詳細につきましては、２のデータをご覧ください。 

項目 本市 県内他市町村 仮説 

第 1 号被保険者数 

第 7 期は、前年伸び率が第 6

期から 1%強下がり、１%強

で推移しています。 

第 7 期は、前年伸び率が第 6

期から 1%強下がり、1%弱で

推移しています。 

令和 2 年度版高齢者白書において、65 歳以上人口は令和 24

年（2042 年）にピークを迎え、その後は減少に転じると推

計され、2021 年 9 月 15 日現在の推計では、3,640 万人と前

年に比べ 22 万人増加しています。また、神奈川県が公表し

ています人口ビジョン（令和 2 年 3 月改定）においても 65

歳以上人口は引き続き増加すると見込んでおりますので、県

内の一部自治体では減少が見られるものの、県内全域では、

第 1 号被保険者数は、引き続き増加することが予想されま

す。 

要支援・要介護認定者数 

第７期は、前年伸び率が第６

期から１%弱下がり、３%強

で推移しています。 

第 7 期は、前年伸び率が第 6

期から下がっているが、引き

続き、３％強で推移していま

す。 

神奈川県が公表しています人口ビジョン（令和 2 年 3 月改

定）において、2015 年の県の平均寿命は男性 81.32 年、女

性は 87.24 年で、全国の平均寿命の伸びと同様に、今後も伸

びることが予想され、本市においても第 1 号被保険者の平均

年齢が、令和 2 年 9 月と平成 30 年 9 月を比較しますと、約

0.3 上昇しています。年齢階層等区分の認定率は、本市を例

にしますと、75 歳未満が約 4.8％である一方で、75 歳以上

85 歳未満が約 20.73％、85 歳以上が約 61.78％と年齢が上

がるほど高くなっていますので、認定率は引き続き増加する

ことが予想されます。 
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調整済み認定率 

調整後認定率が調整前認定

率を上回っています。また、

調整前後認定率ともに、県内

自治体の平均を上回ってい

ます。 

令和 2 年の調整前、調整後認

定率は平成 30 年の調整前、

調整後認定率を上回り、ま

た、調整前認定率から調整後

認定率を控除した値は、平成

30 年の-1.2 から-0.9 と全国

との性・年齢構成の影響は縮

まりつつあります。 

厚生労働省が公表しています介護保険事業情報報告では、令

和 2 年の全国の認定率が 18.7 となっており、県内自治体の

平均はそれを下回る一方で、本市はそれを上回っています。

区分別では、要介護１の認定率が調整前 0.4、調整後 0.6 と

差が最も大きくなっていますので、要支援１、２方に対する 

生活機能等の維持、改善の取組強化を図ることが必要である

と考えます。 

給付月額等 

在宅サービス、施設および居

住系サービスともに、1 人当

たり給付月額が県内平均よ

り高く、また、在宅サービス

の1人当たり給付月額は県内

で最も高くなっています。 

在宅サービスの1人当たり給

付月額が施設および居住系

サービスの1人当たり給付月

額より高い自治体が多い傾

向が見られます。 

1 人当たり給付月額は、認定率、軽度・重度の認定率のほか、

地域特性とも相関関係が見られます。また、本市の区分別の

サービス利用率（介護保険事業状況報告（令和２年４月分））

は、要支援１，２が４割未満（総合事業を含めると 7 割未

満）、要介護１以上が８割超となっており、サービス未受給

者の割合は要支援２以下の認定率と関係があるものと推測

されます。 
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２ データ 

（１）第１号被保険者数 

  神奈川県内の第 1 号被保険者数の推移、変化を市町村単位でグラフ化したものです。棒グラフは本市、折れ線グラフはその他の市町村です。 

県内の第 1 号被保険者数は引き続き増加していますが、前年比（伸び率）は平成 24 年度をピークに減少し、また、市町村単位では、平成 29 年度、30

年度に 1 町、令和元年度に 4 町、令和 2 年度に 3 市 1 町で前年比（伸び率）がマイナスとなっています。 
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第１号被保険者数（川崎市）
第１号被保険者数 清川村 愛川町 湯河原町 真鶴町 箱根町

開成町 山北町 松田町 大井町 中井町 二宮町

大磯町 寒川町 葉山町 綾瀬市 南足柄市 座間市

海老名市 伊勢原市 大和市 厚木市 秦野市 三浦市

逗子市 茅ヶ崎市 小田原市 藤沢市 鎌倉市 平塚市

横須賀市 相模原市 横浜市

（注目する地域）川崎市

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和2,3年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）
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（２）要支援・要介護認定者数

  神奈川県内の要支援・要介護認定者数の推移、変化を市町村単位でグラフ化したものです。棒グラフは本市、折れ線グラフはその他の市町村です。 

  県内の要支援・要介護認定者数は引き続き増加していますが、前年比伸び率は平成 24 年度の 7%超をピークに現在は 3%超で推移しています。 

  なお、本市の要支援・要介護認定者数は、平成 24 年度に前年比伸び率が 7%に迫りましたが、近年は県内他市町村と同様に 3%超で推移しています。 
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要支援・要介護認定者数（要介護度別）（川崎市）

要支援１ 要支援２ 経過的要介護 要介護１ 要介護２ 要介護３

要介護４ 要介護５ 横浜市 相模原市 横須賀市 平塚市

鎌倉市 藤沢市 小田原市 茅ヶ崎市 逗子市 三浦市

秦野市 厚木市 大和市 伊勢原市 海老名市 座間市

南足柄市 綾瀬市 葉山町 寒川町 大磯町 二宮町

中井町 大井町 松田町 山北町 開成町 箱根町

（注目する地域）川崎市

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和2,3年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）
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（３）調整済み認定率

 神奈川県内の調整済み認定率を市町村単位でグラフ化したものです。本市の調整済み認定率は平成 30 年度が 19.6%、令和 2 年度が 20.2%と調整前認定

率より平成 30 年度が 1.1％、令和元年度が 0.9％高く、また、調整済み認定率は県内平均より平成 30 年度は 2.6％、令和 2 年度は 2.7％高くなっておりま

す。 

※ 調整済み認定率とは、市の各層（6 区分（男女計 12 区分））認定率に全国の各層（6 区分（男女計 12 区分））第 1 号被保険者数を乗じた数の合計を全

国の第 1 号被保険者数で除することで、第 1 号被保険者の性、年齢構成の影響を除外したものです。
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（４）新規要支援者・要介護認定者の要介護度別分布

神奈川県内の「新規申請」の要介護認定データがある被保険者数の推移、変化を市町村単位でグラフ化したものです。要介護 1 以下の分布に着目しま

すと人口規模と要介護度に相関関係がみられます。 

※本指標は自治体向けですので、本市以外は平均としています。
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調整済み新規要支援・要介護認定者の要介護度別分布（平成30年(2018年)）

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

（時点）平成30年(2018年)

（出典）厚生労働省「介護保険総合データベース」（平成31年4月10日時点データにて集計）および厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報および総務省「住民基本台帳人口・世帯数」 ※

本指標は自治体向けのため取り扱いに注意してください。
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※本指標は自治体向けですので、本市以外は平均としています。
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年)）

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

（時点）平成30年(2018年)

（出典）厚生労働省「介護保険総合データベース」（平成31年4月10日時点データにて集計） ※本指標は自治体向けのため取り扱いに注意してください。
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（５）新規要支援・要介護認定者の平均要介護度

 神奈川県内の「新規申請」の要介護認定データがある被保険者数の平均要介護度を市町村単位でグラフ化したものです。県平均に着目しますと、人口規

模と平均要介護度に相関関係がみられます。 

1.50 1.53 1.50 1.52 1.55

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

調整済み新規要支援・要介護認定者の平均要介護度（平成30年 (2018

年 )）調整済み新規認定者の平均要介護度

（時点）平成30年(2018年)

（出典）厚生労働省「介護保険総合データベース」（平成31年4月10日時点データにて集計）および厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報および総務省「住民基本台帳人口・世帯数」 ※

本指標は自治体向けのため取り扱いに注意してください。
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 ※本指標は自治体向けですので、本市以外は平均としています。 

 

※本指標は自治体向けですので、本市以外は平均としています。 
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（時点）平成30年(2018年)

（出典）厚生労働省「介護保険総合データベース」（平成31年4月10日時点データにて集計） ※本指標は自治体向けのため取り扱いに注意してください。
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（６）新規要支援・要介護認定者の年齢階級別分布

 神奈川県内の「新規申請」の要介護認定データがある被保険者数を年齢階級別に市町村単位でグラフ化したものです。各年齢階級の分布に着目します

と、その自治体も 80 歳から 84 歳の新規認定割合が高く、前期、後期高齢者の分布に分け着目しますと、前期高齢者の認定割合は人口規模と相関関係が

みられます。 

※本指標は自治体向けですので、本市以外は平均としています。
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新規要支援・要介護認定者の年齢階級別分布（平成30年(2018

年)）
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（時点）平成30年(2018年)

（出典）厚生労働省「介護保険総合データベース」（平成31年4月10日時点データにて集計） ※本指標は自治体向けのため取り扱いに注意してください。
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（７）新規要支援・要介護認定者の平均年齢 

 神奈川県内の「新規申請」の要介護認定データがある被保険者の平均年齢を市町村単位でグラフ化したものです。県平均は 80.6 歳で、本市含め政令・

中核市は 80.1 歳、市（政令・中核市除く。）は 80.3 歳など、年齢と人口規模に相関関係がみられます。 

 

※本指標は自治体向けですので、本市以外は平均としています。 
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（時点）平成30年(2018年)
（出典）厚生労働省「介護保険総合データベース」（平成31年4月10日時点データにて集計） ※本指標は自治体向けのため取り扱いに注意してください。
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（８）第１号被保険者１人あたり保険給付月額・第１号保険料月額・必要保険料月額

 神奈川県内の「第１号被保険者１人当たり保険給付月額」、「第１号保険料月額」、「必要保険料月額」を市単位でグラフ化したものです。「必要保険料額」

とは介護保険料基準額設定のために保険者が推計した費用を、実績値に置き換えて算出したもので、給付費が上昇傾向にある保険者においては、期中の 1 

年目は介護保険料基準額よりも低く、3 年目は介護保険料基準額よりも高く出ることが一般的とされています。本市は、令和元年度に必要保険料額が下

がりましたが、令和 2 年度は再び上昇していますので、給付費が上昇傾向にある保険者となります。 
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（時点）平成30年(2018年),令和元年(2019年),令和2年(2020年)
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（９）施設・居住系・在宅受給者数

神奈川県内の施設・居住系・在宅受給者数及び受給率を市町村単位でグラフ化したものです。令和 2 年 4 月は 3 市 3 町で前年同月の受給者数を下回り、

令和 3 年 4 月は 2 市 3 町 1 村で前年同月の受給者数を下回りました。なお、本市おきましては、令和 2 年 4 月、2021 年 4 月ともに前年同月の受給者数

を上回りましたが、要支援・要介護認定者のサービス利用率は、令和 2 年 4 月に施設・在宅、2021 年 4 月に施設・居住系・在宅で前年同月を下回りまし

た。 
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（時点）平成31年4月(2019年4月)

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報
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（時点）令和2年4月(2020年4月)

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報
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（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報
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（10）受給率（施設サービス）（要介護度別） 

 神奈川県内の施設サービス（介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉節入所者生活介護、介護保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院）受給率

を要介護度別に市町村単位でグラフ化したものです。県内の受給率（施設サービス）の平均（本市含む。）は、令和元年度、2 年度、令和 3 年度（4 月~6

月のみ）ともに約 2.5%で、本市は要介護 3 及び 4 が約 0.1%、県内平均（本市除く。）より低いため、全体で県内平均を約 0.2%下回っています。 
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受給率（施設サービス）（要介護度別）（令和元年(2019年)）

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２

要介護３ 要介護４ 要介護５

（時点）令和元年(2019年)

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和2,3年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）
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受給率（施設サービス）（要介護度別）（令和2年(2020年)）
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要介護３ 要介護４ 要介護５

（時点）令和2年(2020年)

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和2,3年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）

22

（１）本市介護保険事業の特徴について



0%

0.5%

1%

1.5%

2%

2.5%

3%

3.5%

4%

4.5%

5%

川
崎
市

横
浜
市

相
模
原
市

横
須
賀
市

平
塚
市

鎌
倉
市

藤
沢
市

小
田
原
市

茅
ヶ
崎
市

逗
子
市

三
浦
市

秦
野
市

厚
木
市

大
和
市

伊
勢
原
市

海
老
名
市

座
間
市

南
足
柄
市

綾
瀬
市

葉
山
町

寒
川
町

大
磯
町

二
宮
町

中
井
町

大
井
町

松
田
町

山
北
町

開
成
町

箱
根
町

真
鶴
町

湯
河
原
町

愛
川
町

清
川
村

受給率（施設サービス）（要介護度別）（令和3年(2021年)）

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２

要介護３ 要介護４ 要介護５

（時点）令和3年(2021年)

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和2,3年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）
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（11）受給率（居住系サービス）（要介護度別）

 神奈川県内の居住系サービス（特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同性介護、地域密着型特定施設入居者生活介護）受給率を要介護度別に市町村

単位でグラフ化したものです。県内の受給率（居住系サービス）の平均（本市含む。）は、令和元年度が約 1.4%、令和 2 年度、令和 3 年度（4 月~6 月の

み）が約 1.5%で、本市は要介護 1 から 4 が約 0.1%から 0.2％、県内平均（本市除く。）より高いため、全体で県内平均を約 0.4%上回っています。 
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受給率（居住系サービス）（要介護度別）（令和元年(2019年)）

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２

要介護３ 要介護４ 要介護５

（時点）令和元年(2019年)

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和2,3年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）
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要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２

要介護３ 要介護４ 要介護５

（時点）令和2年(2020年)

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和2,3年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）
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受給率（居住系サービス）（要介護度別）（令和3年(2021年)）

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２

要介護３ 要介護４ 要介護５

（時点）令和3年(2021年)

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和2,3年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）
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（12）受給率（在宅サービス）（要介護度別） 

 神奈川県内の在宅サービス（介護予防支援、居宅介護支援、小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護）受給率を要介護度別に市町村単位

でグラフ化したものです。県内の受給率（在宅サービス）の平均（本市含む。）は、令和元年度が約 8.4%、令和 2 年度が約 8.6%、令和 3 年度（4 月~6 月

のみ）が約 8.8%で、本市は令和元年度が約 9.9％、令和 2 年度が約 10.1%、令和 3 年度が 10.3％で、要介護度別では、令和元年度が要支援１を除き、令

和 2 年度、令和 3 年度は要支援１から要介護 5 で県内平均（本市除く。）を上回っています。 
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要介護３ 要介護４ 要介護５

（時点）令和元年(2019年)

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和2,3年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）
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要介護３ 要介護４ 要介護５

（時点）令和2年(2020年)

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和2,3年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）

28

（１）本市介護保険事業の特徴について



 

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

川
崎
市

横
浜
市

相
模
原
市

横
須
賀
市

平
塚
市

鎌
倉
市

藤
沢
市

小
田
原
市

茅
ヶ
崎
市

逗
子
市

三
浦
市

秦
野
市

厚
木
市

大
和
市

伊
勢
原
市

海
老
名
市

座
間
市

南
足
柄
市

綾
瀬
市

葉
山
町

寒
川
町

大
磯
町

二
宮
町

中
井
町

大
井
町

松
田
町

山
北
町

開
成
町

箱
根
町

真
鶴
町

湯
河
原
町

愛
川
町

清
川
村

受給率（在宅サービス）（要介護度別）（令和3年(2021年)）

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２

要介護３ 要介護４ 要介護５

（時点）令和3年(2021年)

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和2,3年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）
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（13）第１号被保険者１人あたり給付月額（要介護度別） 

 神奈川県内の第１号被保険者１人あたり給付月額を市町村単位でグラフ化したものです。33 市町村の１人あたり給付月額平均は、令和元年が 19,221

円、令和 2 年が 19,719 円、2021 年が 20,346 円ですが、令和元年は 11 市 6 町 1 村、令和元年、令和 2 年は 10 市 6 町 1 村の１人あたり給付月額が１人

あたり給付月額平均を超えています。 

 

0円

2,000円

4,000円

6,000円

8,000円

10,000円

12,000円

14,000円

16,000円

18,000円

20,000円

22,000円

24,000円

川
崎
市

横
浜
市

相
模
原
市

横
須
賀
市

平
塚
市

鎌
倉
市

藤
沢
市

小
田
原
市

茅
ヶ
崎
市

逗
子
市

三
浦
市

秦
野
市

厚
木
市

大
和
市

伊
勢
原
市

海
老
名
市

座
間
市

南
足
柄
市

綾
瀬
市

葉
山
町

寒
川
町

大
磯
町

二
宮
町

中
井
町

大
井
町

松
田
町

山
北
町

開
成
町

箱
根
町

真
鶴
町

湯
河
原
町

愛
川
町

清
川
村

第１号被保険者１人あたり給付月額（要介護度別）（令和元年(2019年)）

要支援１ 要支援２ 経過的要介護 要介護１

要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

（時点）令和元年(2019年)

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和2,3年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）
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第１号被保険者１人あたり給付月額（要介護度別）（令和2年(2020年)）

要支援１ 要支援２ 経過的要介護 要介護１

要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

（時点）令和2年(2020年)

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和2,3年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）
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第１号被保険者１人あたり給付月額（要介護度別）（令和3年(2021年)）

要支援１ 要支援２ 経過的要介護 要介護１

要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

（時点）令和3年(2021年)

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和2,3年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）
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（14）調整済み第 1 号被保険者 1 人あたり給付月額（在宅サービス・施設および居住系サービス）

 神奈川県内の第１号被保険者１人あたり給付月額を市町村単位でグラフ化したものです。4 象限に区分しますと、在宅サービス、施設および居住系サ

ービス別に給付月額が高い地域、低い地域が確認できます。 

 本市は、調整前の第 1 号被保険者 1 人当たり給付月額が、横軸 10251 円、縦軸 12,408 円、調整後の第 1 号被保険者 1 人当たり給付月額が、横軸

10,234 円、縦軸 11,640 円で、4 象限に区分しますと、在宅サービス、施設および居住系サービスともに給付月額が平均よりも高くなっています。 
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居住系サービス）（令和元年 (2019年)）

川崎市 その他地域

（時点）令和元年(2019年)

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和2,3年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）
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居住系サービス）（令和2年(2020年)）

川崎市 その他地域

（時点）令和2年(2020年)

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和2,3年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）
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居住系サービス）（令和3年(2021年)）

川崎市 その他地域

（時点）令和3年(2021年)

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和2,3年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）
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（15）調整済み第 1 号被保険者 1 人あたり給付月額（サービス種類別）

  神奈川県内の第１号被保険者１人あたり給付月額を比較可能なサービスについて、種類別にグラフ化したものです。本市は、施設系サービスが県内他

市の平均を下回る一方で、訪問系サービスや居住系サービスが平均を上回っています。 
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 神奈川県内の施設サービス、居住系サービス、通所系サービスの定員をグラフ化したものです。この定員は、介護サービス情報公表システムのデータを

もとに作成しています。本市における定員に対する利用率は、施設サービスが 9 割超（施設受給者数/定員）である一方で、居住系サービスは 7 割未満（居

住系受給者数/定員）となっております。 
注）施設受給者数等には住所地特例者も含まれます。 
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定員（施設サービス別）（令和2年(2020年)）

介護老人福祉施設 介護老人保健施設

介護療養型医療施設 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

介護医療院

（時点）令和2年(2020年)

（出典）介護サービス情報公表システム
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(16)定員
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定員（居住系サービス別）（令和2年(2020年)）

特定施設入居者生活介護 認知症対応型共同生活介護 地域密着型特定施設入居者生活介護

（時点）令和2年(2020年)

（出典）介護サービス情報公表システム
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（１）本市介護保険事業の特徴について
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定員（通所系サービス別）（令和2年(2020年)）

通所介護 地域密着型通所介護 通所リハビリテーション

認知症対応型通所介護 小規模多機能型居宅介護（宿泊） 小規模多機能型居宅介護（通い）

看護小規模多機能型居宅介護（宿泊） 看護小規模多機能型居宅介護（通い）

（時点）令和2年(2020年)

（出典）介護サービス情報公表システム
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（１）本市介護保険事業の特徴について



（17）受給者 1 人当たり利用日数・回数

 回数日数に応じて介護報酬を算定するサービスについて、その回数・日数の平均を保険者別、サービス別にグラフ化したものです。一部の市町村を除き

まして、訪問系、通所系サービスとも、おおむね右肩上がりで推移しています。 
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25回

30回

35回

訪問介護

2019年 受給者1人当たり利用日数・回数（訪問介護）※要介護者のみ 2020年 受給者1人当たり利用日数・回数（訪問介護）※要介護者のみ

2021年 受給者1人当たり利用日数・回数（訪問介護）※要介護者のみ
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2019年 受給者1人あたり利用日数・回数（訪問看護） 2020年 受給者1人あたり利用日数・回数（訪問看護）

2021年 受給者1人あたり利用日数・回数（訪問看護）

44

（１）本市介護保険事業の特徴について
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2019年 受給者1人あたり利用日数・回数（訪問リハビリテーション） 2020年 受給者1人あたり利用日数・回数（訪問リハビリテーション）

2021年 受給者1人あたり利用日数・回数（訪問リハビリテーション）
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（１）本市介護保険事業の特徴について
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2019年 受給者1人当たり利用日数・回数（通所介護）※要介護者のみ 2020年 受給者1人当たり利用日数・回数（通所介護）※要介護者のみ

2021年 受給者1人当たり利用日数・回数（通所介護）※要介護者のみ
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（１）本市介護保険事業の特徴について
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2019年 受給者1人当たり利用日数・回数（地域密着型通所介護）※要介護者のみ

2020年 受給者1人当たり利用日数・回数（地域密着型通所介護）※要介護者のみ

2021年 受給者1人当たり利用日数・回数（地域密着型通所介護）※要介護者のみ
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2019年 受給者1人あたり利用日数・回数（認知症対応型通所介護） 2020年 受給者1人あたり利用日数・回数（認知症対応型通所介護）

2021年 受給者1人あたり利用日数・回数（認知症対応型通所介護）
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（１）本市介護保険事業の特徴について



1 

モニタリング結果について（対計画比(実績値／計画値)）

１ 概要 

厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報、「介護保険事業状況報告」月報等から、第７期介護保険事業計画期間における対計画比をとりまとめましたので、報告いたします。 

２ モニタリング結果 

主要 5 指標（第 1 号被保険者数、要介護認定者数、要介護認定率、総給付費、第 1 号被保険者 1 人あたり給付費）について、それぞれ要素ごとに理由を検証しました。 

なお、現状の結果につきましては、３のデータを御参照ください。 

（１）第 1 号被保険者数 

新規資格取得者から資格喪失者を控除した数の前年比伸び率が、令和元年度が－13.20％、令和 2 年度が－17.34％と前年比の純増数は減少し、第 6 期に比べまして伸び率は緩やかになりました。 

  理由につきましては、資格取得と喪失の２つの要因から分解し、検証しました。 

○まとめ

第６期に比べまして、第７期では第 1 号被保険者数の伸びが緩やかになった主な要因は、以下の３点であると考えます。

・65 歳到達者の減

→ H27 に 16,765 人であった 65 歳到達者は、R2 には 13,447 人に減少

・転入者の減

→ H27 に 2,537 人であった転入者は、R2 には 2,201 人に減少

・死亡者の増

→ H27 に 8,640 人であった死亡者は、R2 に 10,115 人まで増加

H27 H28 H29 H30 R 元 R2 

当

該

年

中

増 

転入 2,537 2,429 2,612 2,839 2,419 2,201 

職権復活 5 2 2 3 0 1 

65 歳到達 16,765 15,420 14,928 13,897 13,404 13,447 

適用除外非該当 4 5 5 6 4 4 

その他 35 43 33 39 31 34 

当

該

年

中

減 

転出 2653 2560 2610 2608 2560 2478 

職権喪失 0 1 2 1 2 3 

死亡 8,640 9,057 9,384 9,911 9,684 10,115 

適用除外該当 3 2 1 2 2 1 

その他 215 108 103 149 140 139 

第１号被保
者数

資格取得

65歳到達者
の減

転入者の減

資格喪失

死亡者の増

（２）モニタリング結果について（対計画比(実績値／計画値)）
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（２）要介護認定者数・要介護認定率 

  第 1 号被保険者数と同様に第 6 期中に比べまして伸び率は緩やかになっていますが、第 7 期中の認定者数の伸び率は第 1 号被保険者数の伸び率を上回りました。 

  理由につきましては、年齢階層等区分で分解し、検証しました。 

○平均年齢（階級値×相対度数）※住民基本台帳

階級値 平成 30 年 9 月 令和元年 9 月 令和 2 年 9 月 

62 歳 11.92507806 11.99422265 12.11349438 

67 歳 14.70753524 13.52645891 12.66507792 

72 歳 13.91537292 14.3888559 15.0405197 

77 歳 12.47954619 12.90826913 12.54473753 

82 歳 9.716752674 9.727588588 9.800999348 

87 歳 6.331655868 6.522258917 6.803336106 

92 歳 2.889178305 3.043733189 3.199376865 

97 歳 0.844404423 0.880744767 0.94161284 

102 歳 0.135065473 0.135125476 0.151332906 

107 歳 0.010203748 0.00891324 0.008221044 

112 歳 0 0.00030096 0.000890194 

【計】 72.9547929 73.13647173 73.26959883 

0

2

4

6

8

10

12

14

16

62歳 67歳 72歳 77歳 82歳 87歳 92歳 97歳 102歳 107歳 112歳

年齢区分別人口

平成30年9月 令和元年9月 令和2年9月

2 区間移動平均 (平成30年9月) 2 区間移動平均 (令和元年9月) 2 区間移動平均 (令和2年9月)

要介護認
定者数

65歳以上
75歳未満

対象数は
微減

認定率は
4.8％

75歳以上
85歳未満

対象数は
微増

認定率は
20.73%

85歳以上

対象数は
増加

認定率は
61.78%

○まとめ

第 7 期中の認定者数の伸び率が第 1 号被保険者数の伸び率を上回った理由は、以下の２点であると考えます。

・平均年齢の上昇

→ 令和 2 年 9 月の平均年齢（60 歳以上）は平成 30 年 9 月から 0.3148 上昇

・85 歳以上構成割合の増加

→ 令和 2 年 9 月の階級値 67 歳（65 歳以上 69 歳以下）の割合は平成 30 年 9 月から 2.042457325 減少し、階級値 87 歳（85 歳以上

89 歳以下）から階級値 102 歳（100 歳以上 105 歳以下）の割合は 0.895354648 増加 

  ※住民基本台帳には他市町村住所地特例者等も含まれるため、各数値は目安です。 

※認定率は、平成 30 年 9 月、令和元年 9 月、令和 2 年 9 月の平均

（２）モニタリング結果について（対計画比(実績値／計画値)）
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（３）総給付費 

  第 7 期中は、施設サービス及び在宅サービスで実績値が計画値を下回りましたが、施設サービス及び在宅サービスは前年比で増となりました 

  理由につきましては、在宅サービス、施設サービスで分解し、検証しました。 

   

 

   

 

   

 

 

 

総給付費の増

報酬

改定率が＋0.54%
介護職員等特定処
遇改善加算の創設

利用者

在宅、居住系受給
者数の増（サービ
ス利用率の増）

施設受給者数の増
（定員数の増）

76,488 78,668 80,065 81,606 81,804 82,793 

56,184 57,748 60,851 64,947 67,986 70,543 

343,889 336,856 
324,727 
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369,255 
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84.87%
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負担割合
○まとめ 

 施設サービス及び在宅サービスは前年比で増となった理由は、以下の３点であると考えます。 

・報酬単価等の増 

  → 介護報酬が＋0.54%で改定。令和元年 10 月 1 日に介護職員等処遇改善加算が創設 

・受給者数の増 

  → 受給者数が施設、居住、在宅サービスにおいて増 

・負担割合変更の影響が限定的 

  → 平成 30 年 8 月から負担割合 3 割が新たに追加されたが、対象は僅かであり、影響は限定的 

   

（２）モニタリング結果について（対計画比(実績値／計画値)）
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（４）利用者数（詳細）等 

  サービス別では、介護療養型医療施設、通所リハビリテーション及び認知症対応型通所介護が連続して前年実績を下回り、令和２年度は、通所系サービス、短期入所系サービスで利用者数及び給付費が前年を下

回りました。 

介護療養型医療施設につきましては、健康保険法等の一部を改正する法律（平成十八年法律第八十三号）附則第百三十条の二第一項の規定により、その効力を令和 6 年 3 月 31 日までとされているため、転床や

転換が進んだことによる影響であると推測されます。 

通所リハビリテーションにつきましては、平成３０年度から利用者数、給付費ともに前年実績を下回りましたが、1 人あたり月額給付費は平成 30 年度 65,752 円、令和元年度 65,696 円、令和 2 年度 68,305 円と

利用者 1 人当たりの収益は改善されています。 

認知症対応型通所介護につきましては、平成２９年度から利用者数、給付費ともに前年実績を下回りましたが、1 人当たり利用日数・回数が平成 30 年度は要支援が 4.7 回、要介護が 10.0 回でしたが令和 2 年度

は要支援が 5.6 回、要介護が 10.2 回に、1 人あたり月額給付費が平成 30 年度 119,984 円、令和元年度 120,471 円、令和 2 年度 127,279 円と利用者 1 人当たりの収益が改善しています。 

  通所リハビリテーション、認知症対応型通所介護を除く通所系サービス及び短期入所系サービスにつきましては、新型コロナウィルス感染症等の影響により、令和２年度は利用者数、給付費ともに前年実績を下

回りましたが、受給者 1 人あたり給付費など利用者 1 人当たりの収益は改善していますので、利用者が戻れば一定の改善が見込まれるものと考えます。 

（５）介護予防・生活支援サービス事業 

  令和 2 年度は訪問型サービス、通所型サービス及び介護予防ケアマネジメントで、利用者数（明細件数）及び給付費額が前年を下回りました。 

  理由につきましては、利用者数（明細件数）及び給付費額をサービス別に分解し、検証しました。 

○まとめ

令和 2 年度は訪問型サービス等の利用者数（明細件数）及び給付費額が前年を下回った理由は、以下の３点であると考えます。

・訪問型サービスは、対象者の約 2 割超が利用しています。ただし、その割合は年々減少していいます。減少した理由とましては、介護予防支援又は介護予防ケアマネジメントが適正に行われていることを前提と

しますと、ニーズの減少であると推測されます。

・通所型サービスについては、令和 2 年度の事業対象者及び要支援者数の前年比伸び率が緩やかであったことに加えまして、新型コロナウィルス感染症による影響したものと推測されます。ただし、1 件当たり給

付費額は改善していますので、今後、件数が戻りますと、給付費額はこれまでの実績を上回ることが予想されます。

・介護予防ケアマネジメントについては、訪問型サービス、通所型サービスのみを位置付けた場合に算定しますので、訪問型サービス、通所型サービスの件数減少が影響したものと推測されます

利用者数（明細件
数）・給付費額が

減

訪問型サービス

利用者数（明細件数）
は平成30年度から減少

1件あたり給付費額は、
令和2年度が平成29年度

を上回っている。

通所型サービス

利用者数（明細件数）
は令和元年度まで前年
比で増、令和2年度は減

1件あたり給付費額は、
令和2年度が平成29年度

を上回っている。

介護予防ケアマネ
ジメント

利用者数（明細件数）
は令和元年度まで前年
比で増、令和2年度は減

1件あたり給付費額は、
令和元年度が平成29年
度を上回り、令和2年度
は再び下回っている。

（２）モニタリング結果について（対計画比(実績値／計画値)）
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３ データ 

（１）第１号被保険者数 

① 前年比伸び率

・第 6 期中は、前年比伸び率（H28,H29）が 2.31％

・第 7 期中は、前年比伸び率（R 元、R2）が 1.21％

② 増加・減少

・第 6 期中（H27‐H29）は、13,020 人の増

・第 7 期中（H30‐R2）は、7,180 人の増

③ 年齢階層等区分

・65 歳以上 75 歳未満人口は R 元に減少し、R2 は緩やかに上昇

・75 歳以上 85 歳未満人口は R2 以降横ばい又は緩やかな減少

・85 歳以上人口は引き続き上昇

293,066 

278,139 

299,023 

285,243 

304,980 

291,159 

298,046 
295,896 

304,472 

299,528 

310,897 

303,076 

260,000人

270,000人

280,000人

290,000人

300,000人

310,000人

320,000人

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値

H27 H28 H29 H30 R元 R2

第6期 第7期

第1号被保険者数 （人）

151,486 149,454 150132 150,973

102,939
106,495 106565 105,465

41,471 43,579 46379 49,200

1,310 1,338 1303 1307954 1,014 1003 1083

人

20,000人

40,000人

60,000人

80,000人

100,000人

120,000人

140,000人

160,000人

平成30年9月 令和元年9月 令和2年9月 令和3年9月

年齢階層等区分

65歳以上75歳未満 75歳以上85歳未満 85歳以上 当月中増 当月中減

（２）モニタリング結果について（対計画比(実績値／計画値)）
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（２）要介護認定者数・要介護認定率 

 ① 前年比伸び率 

  ・第 6 期中は、前年比伸び率（H28,H29）が 4.08％ 

  ・第 7 期中は、前年比伸び率（R 元、R2）が 2.96％ 

 ② 増加・減少 

  ・第 6 期中（H27‐H29）は、4,016 人の増 

  ・第 7 期中（H30‐R2）は、3,264 人の増 

③ 年齢階層等区分 

  ・65 歳以上 75 歳未満人口の認定割合は 4.80% 

  ・75 歳以上 85 歳未満人口の認定割合は 20.73% 

  ・85 歳以上人口の認定割合は 61.78% 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

49,391 48,223 

52,755 
49,942 

56,124 
52,239 

54,700 54,372 
57,163 56,343 

59,641 
57,636 

16.9% 17.3% 17.6% 17.5% 18.4% 17.9% 18.4% 18.4% 18.8% 18.8% 19.2% 19.0%
人

10,000人

20,000人

30,000人

40,000人

50,000人

60,000人

70,000人

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値

H27 H28 H29 H30 R元 R2

第6期 第7期

認定者数

要介護認定者数（人） 要介護認定率（%） 線形 (要介護認定者数（人）)

151,486 

7,272 

149,454 

7,199 

150,132 

7,186 

102,939 

21,432 

106,495 

22,136 

106,565 

21,936 

41,471 

25,668 

43,579 

27,008 

46,379 

28,514 

人

20,000人

40,000人

60,000人

80,000人

100,000人

120,000人

140,000人

160,000人

被保険者数 認定者数 被保険者数 認定者数 被保険者数 認定者数

平成30年9月 令和元年9月 令和2年9月

要介護認定割合

65歳以上75歳未満 75歳以上85歳未満 85歳以上

（２）モニタリング結果について（対計画比(実績値／計画値)）
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（３）総給付費 

① 前年比伸び率（総給付費）

・第 6 期中は、前年比伸び率（H28,H29）が 2.96%

・第 7 期中は、前年比伸び率（R 元、R2）が 3.99%

② 前年比伸び率（施設）

・第 6 期中は、前年比伸び率（H28,H29）が 2.12%

・第 7 期中は、前年比伸び率（R 元、R2）が 3.61%

③ 前年比伸び率（居住）

・第 6 期中は、前年比伸び率（H28,H29）が 4.70%

・第 7 期中は、前年比伸び率（R 元、R2）が 5.46%

④ 前年比伸び率（居宅）

・第 6 期中は、前年比伸び率（H28,H29）が 2.88%

・第 7 期中は、前年比伸び率（R 元、R2）が 3.71%

⑤ 増加・減少（総給付費）

・第 6 期中（H27‐H29）は、4,252 百万円の増

・第 7 期中（H30‐R2）は、6,389 百万円の増

（単位：百万） 

74,077

70,965

78,673

72,227

83,384

75,217

79,772

78,502

84,201

81,954

88,440

84,891

0百万円

10,000百万円

20,000百万円

30,000百万円

40,000百万円

50,000百万円

60,000百万円

70,000百万円

80,000百万円

90,000百万円

100,000百万円

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値

H27 H28 H29 H30 R元 R2

第6期 第7期

総給付費

第6期 H27 計画値 第6期 H27 実績値 第6期 H28 計画値 第6期 H28 実績値

第6期 H29 計画値 第6期 H29 実績値 第7期 H30 計画値 第7期 H30 実績値

第7期 R元 計画値 第7期 R元 実績値 第7期 R2 計画値 第7期 R2 実績値

21,183 20,476
22,208

20,632
23,276

21,348 22,053 21,779 22,928 22,525 23,151 23,380

11,940 11,758 12,690 11,918
13,484 12,875 13,293 13,794 13,692 14,552 14,478 15,341

40,953
38,732

43,775

39,677

46,625

40,994

44,427
42,929

47,580
44,878

50,810

46,171

0百万円

10,000百万円

20,000百万円

30,000百万円

40,000百万円

50,000百万円

60,000百万円

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値

H27 H28 H29 H30 R元 R2

第6期 第7期

総給付費（施設・居住・居宅）

総給付費施設サービス給付費（円） 総給付費居住系サービス給付費（円）

総給付費在宅サービス給付費（円）

（２）モニタリング結果について（対計画比(実績値／計画値)）
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（４）第 1 号被保険者 1 人あたり給付費 

① 前年比伸び率 

・第 6 期中は、前年比伸び率（H28,H29）が 0.63% 

  ・第 7 期中は、前年比伸び率（R 元、R2）が 2.75% 

 ② 増加・減少 

  ・第 6 期中（H27‐H29）は、3,194 円の増 

  ・第 7 期中（H30‐R2）は、14,796 円の増 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

252,765 
255,142 

263,099 

253,213 

273,407 

258,336 

267,651 
265,303 

276,547 

273,612 

284,466 

280,099 

235,000円

240,000円

245,000円

250,000円

255,000円

260,000円

265,000円

270,000円

275,000円

280,000円

285,000円

290,000円

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値

H27 H28 H29 H30 R元 R2

第6期 第7期

第1号被保険者1人あたり給付費

第6期 H27 計画値 第6期 H27 実績値 第6期 H28 計画値 第6期 H28 実績値 第6期 H29 計画値 第6期 H29 実績値

第7期 H30 計画値 第7期 H30 実績値 第7期 R元 計画値 第7期 R元 実績値 第7期 R2 計画値 第7期 R2 実績値

（２）モニタリング結果について（対計画比(実績値／計画値)）
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（５）利用者数（詳細） 

151,984 
133,998 

114,282 116,957 118,753 120,948 

12,145 12,016 11,456 11,317 11,551 11,457 

48,641 56,292 65,083 71,702 79,588 86,473 

5,472 5,670 6,160 6,600 7,009 7,162 

110,964 
123,291 

135,367 
148,665 

160,490 
173,658 

335,619 327,151 
314,110 

328,739 
342,979 

354,784 

人

50,000人

100,000人

150,000人

200,000人

250,000人

300,000人

350,000人

400,000人

実績値 実績値 実績値 実績値 実績値 実績値

H27 H28 H29 H30 R元 R2

第6期 第7期

訪問・居宅支援

在宅サービス訪問介護（人） 在宅サービス訪問入浴介護（人） 在宅サービス訪問看護（人）

在宅サービス訪問リハビリテーション（人） 在宅サービス居宅療養管理指導（人） 在宅サービス介護予防支援・居宅介護支援（人）

180,933 

129,595 

104,195 108,736 111,859 
105,223 

0 

46,791 
53,943 55,552 57,572 53,310 

31,865 32,410 33,391 33,072 32,782 29,502 

11,549 11,996 11,639 11,517 10,876 10,152 

人

20,000人

40,000人

60,000人

80,000人

100,000人

120,000人

140,000人

160,000人

180,000人

200,000人

実績値 実績値 実績値 実績値 実績値 実績値

H27 H28 H29 H30 R元 R2

第6期 第7期

通所系

在宅サービス通所介護（人） 在宅サービス地域密着型通所介護（人） 在宅サービス通所リハビリテーション（人） 在宅サービス認知症対応型通所介護（人）

（２）モニタリング結果について（対計画比(実績値／計画値)）
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2,796 2,946 3,145 

3,927 

4,466 
4,845 

4,117 4,237 4,336 
4,559 

3,858 

4,454 

7,574 

8,537 

9,370 

10,706 

11,280 
11,043 

696 
1,168 1,247 

2,152 

3,425 3,428 

人

2,000人

4,000人

6,000人

8,000人

10,000人

12,000人

実績値 実績値 実績値 実績値 実績値 実績値

H27 H28 H29 H30 R元 R2

第6期 第7期

地域密着（通所・施設除く。）

在宅サービス定期巡回・随時対応型訪問介護看護（人）

在宅サービス夜間対応型訪問介護（人）

在宅サービス小規模多機能型居宅介護（人）

在宅サービス看護小規模多機能型居宅介護（人）

46,380 
45,014 

47,717 
48,937 

50,481 
51,631 52,609 

3,288 3,256 3,178 2,953 2,923 2,873 2,892 

24,084 23,235 23,256 24,158 24,498 23,685 24,231 

0 0 0 0 3 152 886 

5,328 4,983 4,517 4,017 3,701 3,362 2,432 

37,716 
36,006 37,067 

39,079 
41,555 

43,425 
44,820 

19,872 20,178 20,681 21,772 
23,392 

24,561 
25,723 

人

10,000人

20,000人

30,000人

40,000人

50,000人

60,000人

計画値 実績値 実績値 実績値 実績値 実績値 実績値

H27 H28 H29 H30 R元 R2

第6期 第7期

施設・居住

施設サービス介護老人福祉施設（人）

施設サービス地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護（人）

施設サービス介護老人保健施設（人）

施設サービス介護医療院（人）

施設サービス介護療養型医療施設（人）

居住系サービス特定施設入居者生活介護（人）

居住系サービス認知症対応型共同生活介護（人）

（２）モニタリング結果について（対計画比(実績値／計画値)）
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（６）受給者 1 人あたり給付費 

53,921 

59,736 

71,441 72,535 73,246 
77,170 

63,142 63,301 64,431 65,388 65,464 66,357 

44,192 44,216 44,725 44,821 44,152 45,545 

36,090 35,157 34,653 35,514 35,616 36,277 

12,995 12,957 13,141 13,481 13,678 13,707 11,741 12,394 13,159 13,310 13,307 13,611 

0円

10,000円

20,000円

30,000円

40,000円

50,000円

60,000円

70,000円

80,000円

90,000円

実績値 実績値 実績値 実績値 実績値 実績値

H27 H28 H29 H30 R元 R2

第6期 第7期

訪問・居宅支援

在宅サービス訪問介護（円） 在宅サービス訪問入浴介護（円） 在宅サービス訪問看護（円）

在宅サービス訪問リハビリテーション（円） 在宅サービス居宅療養管理指導（円） 在宅サービス介護予防支援・居宅介護支援（円）

63,019 62,814 

72,888 71,923 71,939 74,776 

0 

68,470 67,028 63,897 63,217 
67,891 68,908 

68,660 68,461 65,752 65,696 68,305 

115,168 115,503 
118,812 119,984 120,471 

127,279 

0円

20,000円

40,000円

60,000円

80,000円

100,000円

120,000円

140,000円

実績値 実績値 実績値 実績値 実績値 実績値

H27 H28 H29 H30 R元 R2

第6期 第7期

通所系

在宅サービス通所介護（円） 在宅サービス地域密着型通所介護（円） 在宅サービス通所リハビリテーション（円） 在宅サービス認知症対応型通所介護（円）

（２）モニタリング結果について（対計画比(実績値／計画値)）
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157,581 150,846 
158,582 

167,002 170,006 
181,848 

21,354 22,682 23,857 23,896 26,764 33,764 

191,125 184,362 188,353 189,207 190,803 194,371 

248,648 
234,692 

243,814 
251,300 256,077 254,470 

0円

50,000円

100,000円

150,000円

200,000円

250,000円

300,000円

実績値 実績値 実績値 実績値 実績値 実績値

H27 H28 H29 H30 R元 R2

第6期 第7期

地域密着（通所・施設除く。）

在宅サービス定期巡回・随時対応型訪問介護看護（円） 在宅サービス夜間対応型訪問介護（円）

在宅サービス小規模多機能型居宅介護（円） 在宅サービス看護小規模多機能型居宅介護（円）

253,097 247,377 253,548 255,781 262,486 
268,283 263,184 262,981 269,065 274,697 

285,018 288,998 275,859 273,759 275,849 275,395 
289,855 296,809 

0 0 0 

272,006 

403,119 

367,419 364,474 359,983 
368,860 

355,731 
364,935 

375,247 

180,340 177,775 181,846 183,707 185,444 188,217 

260,892 257,631 264,951 263,336 
264,617 

268,423 

0円

50,000円

100,000円

150,000円

200,000円

250,000円

300,000円

350,000円

400,000円

450,000円

実績値 実績値 実績値 実績値 実績値 実績値

H27 H28 H29 H30 R元 R2

第6期 第7期

施設・居住

施設サービス介護老人福祉施設（円）

施設サービス地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護（円）

施設サービス介護老人保健施設（円）

施設サービス介護医療院（円）

施設サービス介護療養型医療施設（円）

居住系サービス特定施設入居者生活介護（円）

居住系サービス認知症対応型共同生活介護（円）

（２）モニタリング結果について（対計画比(実績値／計画値)）
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（７）サービス別給付費 

8,195 8,005 8,164 8,484 8,698
9,334

767 761 738 740 756 760

2,150
2,489

2,911 3,214 3,514
3,938

197 199 213 234 250 260

1,442 1,597 1,779 2,004 2,195 2,380

3,941 4,055 4,133 4,376 4,564 4,829

0百万円

1,000百万円

2,000百万円

3,000百万円

4,000百万円

5,000百万円

6,000百万円

7,000百万円

8,000百万円

9,000百万円

10,000百万円

実績値 実績値 実績値 実績値 実績値 実績値

H27 H28 H29 H30 R元 R2

第6期 第7期

訪問・居宅支援

在宅サービス訪問介護（百万円） 在宅サービス訪問入浴介護（百万円） 在宅サービス訪問看護（百万円）

在宅サービス訪問リハビリテーション（百万円） 在宅サービス居宅療養管理指導（百万円） 在宅サービス介護予防支援・居宅介護支援（百万円）

11,402

8,140
7,595 7,821 8,047 7,868

0

3,204
3,616 3,550 3,640 3,619

2,196 2,225 2,286 2,175 2,154 2,015
1,330 1,386 1,383 1,382 1,310 1,292

0百万円

2,000百万円

4,000百万円

6,000百万円

8,000百万円

10,000百万円

12,000百万円

実績値 実績値 実績値 実績値 実績値 実績値

H27 H28 H29 H30 R元 R2

第6期 第7期

通所系

在宅サービス通所介護（百万円） 在宅サービス地域密着型通所介護（百万円） 在宅サービス通所リハビリテーション（百万円） 在宅サービス認知症対応型通所介護（百万円）

（２）モニタリング結果について（対計画比(実績値／計画値)）
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441 444 499
656

759
881

88 96 103 109 103 150

1,448
1,574

1,765

2,026
2,152 2,146

173
274 304

541

877 872

0百万円

500百万円

1,000百万円

1,500百万円

2,000百万円

2,500百万円

実績値 実績値 実績値 実績値 実績値 実績値

H27 H28 H29 H30 R元 R2

第6期 第7期

地域密着（通所・施設除く。）

在宅サービス定期巡回・随時対応型訪問介護看護（百万円） 在宅サービス夜間対応型訪問介護（百万円）

在宅サービス小規模多機能型居宅介護（百万円） 在宅サービス看護小規模多機能型居宅介護（百万円）

11,393 11,804
12,408 12,912

13,552 14,114

857 836 795 803 819 836

6,410 6,367 6,664 6,747 6,865 7,192

0 0 0 1 61 326

1,816 1,626
1,482 1,317 1,227 913

6,493 6,590 7,106 7,634 8,053 8,436

5,264 5,328 5,769 6,160 6,499 6,905

0百万円

2,000百万円

4,000百万円

6,000百万円

8,000百万円

10,000百万円

12,000百万円

14,000百万円

16,000百万円

実績値 実績値 実績値 実績値 実績値 実績値

H27 H28 H29 H30 R元 R2

第6期 第7期

施設・居住

施設サービス介護老人福祉施設（百万円） 施設サービス地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護（百万円）

施設サービス介護老人保健施設（百万円） 施設サービス介護医療院（百万円）

施設サービス介護療養型医療施設（百万円） 居住系サービス特定施設入居者生活介護（百万円）

居住系サービス認知症対応型共同生活介護（百万円）

（２）モニタリング結果について（対計画比(実績値／計画値)）
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（８）介護予防・生活支援サービス事業（利用者数（明細件数）） 

① 前年比伸び率（訪問型サービス）

・第 6 期中は、前年比伸び率（H28,H29）が 116.7％ ・第 7 期中は、前年比伸び率（R 元、R2）が-6.2％

② 前年比伸び率（通所型サービス）

・第 6 期中は、前年比伸び率（H28,H29）が 133％ ・第 7 期中は、前年比伸び率（R 元、R2）が-11.2％

③ 前年比伸び率（介護予防ケアマネジメント）

・第 6 期中は、前年比伸び率（H28,H29）が 120.6％ ・第 7 期中は、前年比伸び率（R 元、R2）が-2.7％
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62,349 
64,309 

57,081 

25,986 

57,330 58,793 59,164 57,582 
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70,000人

H28 H29 H30 R元 R2

利用者数（明細件数）

訪問型サービス 通所型サービス 介護予防ケアマネジメント

（２）モニタリング結果について（対計画比(実績値／計画値)）
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（２）訪問型サービス費、通所型サービス費、介護予防ケアマネジメント 

① 前年比伸び率（訪問型サービス）

・第 6 期中は、前年比伸び率（H28,H29）が 121.5％ ・第 7 期中は、前年比伸び率（R 元、R2）が-2.8％

② 前年比伸び率（通所型サービス）

・第 6 期中は、前年比伸び率（H28,H29）が 143.6％ ・第 7 期中は、前年比伸び率（R 元、R2）が-9.6％

③ 前年比伸び率（介護予防ケアマネジメント）

・第 6 期中は、前年比伸び率（H28,H29）が 117.9％ ・第 7 期中は、前年比伸び率（R 元、R2）が-6％
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給付費額

訪問型サービス 通所型サービス 介護予防ケアマネジメント

（２）モニタリング結果について（対計画比(実績値／計画値)）



第７期介護保険事業計画に記載した「取組と目標」に対する自己評価シート（令和２年度実績）

※「介護保険事業（支援）計画の進捗管理の手引き（平成３０年７月３０日厚生労働省老健局介護保険計画課）」の自己評価シートをもとに作成

区分 現状と課題 第７期における具体的な取組
目標

（事業内容、指標等）
第7期計画
掲載ページ

実施内容 自己評価 評価理由 課題と対応策

①自立支援・介護
予防・重度化防止

　本市の高齢者人口に占めるひとり
暮らし高齢者数の割合が全国平均よ
り高いことなどから、本市の年齢区
分ごとの要介護・要支援認定率は、
全国平均よりも高くなっています。
このような状況から、個々人の主体
的な取組を推進することが課題の一
つと考えています。

　市内４８か所のいこいの家で、
毎週１回、転ばない体づくりなど
介護予防のための体操や、介護
予防・健康づくりに関するミニ講
座等を行い、介護予防活動の
きっかけの場として充実を図りま
す。

全市で年間2,340回実施 63 全市で年間1,741回実施 ３．ほぼ目標どおり達成しました。

新型コロナウイルス感染症の感染拡
大防止のため令和３年６月まで事業
を休止していた。以降は計画通りの
推移となった。

　いこい元気広場事業については、普及啓発や介護予
防の取組のきっかけづくりの場として実施しており、介
護予防の重要な視点である「フレイル」とその予防の普
及啓発を軸とし実施する。

①自立支援・介護
予防・重度化防止

　介護保険制度は、「尊厳の保持」
「自立支援」を基本理念として、
「要介護状態の軽減または悪化の防
止」のために、介護給付を行うこと
が定められています。しかし、介護
サービス事業所の取組によって要介
護度の改善等が図られると報酬が下
がる仕組みなど、事業所の努力が評
価されにくいという課題がありま
す。

　高齢者の要介護度の改善・維
持などに取り組んだ介護サービ
ス事業所を、報奨金や表彰等で
評価する「健幸福寿プロジェクト」
を実施します。

プロジェクト対象者の改善率17％
プロジェクト対象者の要介護度の維持
率65％
参加事業所数284事業所以上

125～128

プロジェクト対象者の改善率
17.5％
プロジェクト対象者の要介護度の
維持率66.4％
参加事業所数256事業所以上

＊改善率と維持率については、５
月現在で抽出できないため、元年
度事業の実績（令和2年８月実績
判明）の数値を入れている。

３．ほぼ目標どおり達成しました。

参加事業所数については、コロナ禍
の影響にて目標を下回ったが,改善
率、維持率については目標を超えて
いる。

　本プロジェクトにより多くの事業所及び利用者の参加
につながるよう、さらなる普及啓発に努めるとともに、平
成２８年７月からの本実施における取組状況、評価、分
析結果等を踏まえ、介護サービス事業所及びサービス
利用者等のさらなる意識醸成を図るための成果指標の
見直し等について、検討を進めます。

②給付適正化

　要介護認定者数の増加により、介
護給付費等の介護保険事業に要する
費用についても増加傾向にありま
す。このような状況から、介護サー
ビスを必要とする高齢者を適切に認
定し、介護サービスの受給者が真に
必要とする過不足のないサービス
を、介護事業者がルールに従って適
切に提供するよう促す必要がありま
す。

①要介護認定の適正化
②ケアプラン点検
③住宅改修の点検
④縦覧点検・医療情報との突
合
⑤介護給付通知

①認定調査点検（委託分）の全件実施
②年間154件実施
③住宅改修費の給付点検の全件実施
④委託（国保連合会）にて実施
⑤年間39,413件実施

109～110

①認定調査点検（委託分）の全件
実施（1,562件）
②年間154件実施
③住宅改修費の給付点検の全件
実施（3,081件）
④国保連合会への委託による実
施（過誤　1,000件）
⑤介護給付通知の全件実施
（45,134件）

３．ほぼ目標どおり達成しました。
国の「介護給付適正化計画に関する
指針」に基づく主要５事業について、
概ね目標どおり事業を実施しました。

③については、新型コロナウイルス感染症の感染拡
大の影響を受け、住宅改修の申請件数が減少したこと
により、目標値を達成しておりませんが、全件実施しま
したので、目標は達成しており、それ以外についても、
目標を達成しました。
今後も給付費の傾向や効果について分析を行い、給
付適正化を引き続き推進します。

令和２年度（年度末実績）第７期介護保険事業計画に記載の内容

1

（３）自立支援、介護予防、重度化防止、介護給付の適正化に関する取組及びその目標について



第８期介護保険事業計画に記載した「取組と目標」に対する自己評価シート（令和３年度実績）

※「介護保険事業（支援）計画の進捗管理の手引き（平成３０年７月３０日厚生労働省老健局介護保険計画課）」の自己評価シートをもとに作成

区分 現状と課題 第８期における具体的な取組
目標

（事業内容、指標等）
第８期計画
掲載ページ

実施内容 自己評価 評価理由 課題と対応策

①自立支援・介護
予防・重度化防止

本市の高齢者人口は、令和７年
（2025年）に人口の21％を超え、令
和32年（2050年）には約31％に達す
ると見込まれています。このような
状況の中、介護予防につながる取組
はさらに重要となります。高齢期の
健康や生活の状態は、それまでの生
活習慣などが大きく関わるため、若
いときから健康づくりの取組を継続
していくこと、また、何歳になって
も取組を始めることが大切です。

　市内４８か所のいこいの家で、
毎週１回、転ばない体づくりなど
介護予防のための体操や、介護
予防・健康づくりに関するミニ講
座等を行い、介護予防活動の
きっかけの場として充実を図りま
す。

全市で年間2,351回実施 74～80

①自立支援・介護
予防・重度化防止

　介護保険制度では、基本理念に
「尊厳の保持」「自立支援」を掲
げ、「要介護状態の軽減または悪化
の防止」のために、介護給付を行う
ことを定めています。一方で、訪問
系サービス以外の介護報酬について
は、要介護度に応じて報酬が設定さ
れるなど、介護サービス事業所が利
用者の要介護状態の軽減等に取組む
動機づけが十分ではないため、市独
自に評価する仕組みを構築し、護
サービス事業所等の行動変容を促し
ます。

　高齢者の要介護度の改善・維
持などに取り組んだ介護サービ
ス事業所を、報奨金や表彰等で
評価する「健幸福寿プロジェクト」
を実施します。

プロジェクト対象者の改善率17.8％
プロジェクト対象者の要介護度の維持
率68.8％
参加事業所数350事業所以上

143～146

②給付適正化

　介護保険制度は、介護サービスの
提供・利用を通じて要介護高齢者等
の自立支援を図ることを目的として
います。一方で、介護費用の増加、
支え手の不足など、制度の基盤は
年々脆くなってきており、より一層
限りある資源の効率的な活用が求め
られていますで、要介護認定の適正
化など主要5事業を柱としまして、適
切なサービスが提供される環境を整
備し、また、当該整備を通じて費用
の効率化等を進め、持続可能な制度
の構築を目指します。

①要介護認定の適正化
②ケアプラン点検
③住宅改修の点検
④縦覧点検・医療情報との突
合
⑤介護給付通知

①認定調査点検（委託分）の全件実施
②年間231件実施
③住宅改修費の給付点検の全件実施
④委託（国保連合会）にて実施
⑤年間54,361件実施

127～129

令和３年度（年度末実績）第８期介護保険事業計画に記載の内容

2

（３）自立支援、介護予防、重度化防止、介護給付の適正化に関する取組及びその目標について
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